別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：労働費　項：労政費　目：雇用促進費
	事業名:障がい者雇用促進セミナー開催費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　商工労働部　労働雇用課　雇用対策担当　電話番号：058-272-1111（内3126）

　                            　　　　　　　　　　E-mail：c11367@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：70千円（前年度予算額：70千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　岐阜県の民間企業の実雇用率は、法定雇用率１．８０％に対して、１．６９％（平成２１年６月１日現在）となっており、法定雇用率達成に向けて、障がい者雇用を促進するセミナーを、(社)岐阜県雇用支援協会と共同で開催している。
	２　所要経費


　報　償　費　　　　15千円
　旅　　　費　　　　20千円
　使用料及び賃借料　35千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり

　　３　障がいのある人が個性を発揮して暮らせる地域をつくる
　Ⅲ　誰もが活躍できるふるさと岐阜県づくり

　　４　障がいのある人が働き、活躍できる地域をつくる
　　・企業による障がい者雇用に関する取組をきめ細かく支援し、雇用機会を拡大する
	２　これまでの取組状況


　平成２１年度は、５圏域で開催し、１２７事業所の参加を得たが、景気の悪化等による企業の採用意欲の低下により、平成２０年度に比べ、参加事業所は減少した。
	３　これまでの取組に対する評価


　県内企業の障がい者雇用に対する理解は一定程度進んでいるものの、景気悪化に伴い企業の採用意欲が低下している中で、さらなる働きかけが必要である
	１月１５日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源
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	70
	
	
	
	
	
	
	
	70
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	70
	
	
	
	
	
	
	
	70


